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労災保険分に関しては全ての労働者、雇用保険分に
関しては、雇用保険被保険者（「免除対象高年齢
労働者」※を除く）に対して支払った「賃金総額」に、
その事業ごとに定められた「保険料率」を乗じて
算定します。適正な労働保険料を算定し、申告するため
にはこの「賃金総額」を正確に把握することが必要です。

※「免除対象高年齢労働者」

平成28年度（確定）分は昭和27年4月1日までに生まれた方、

平成29年度（概算）分は昭和28年4月1日までに生まれた方と

なります。

年度更新の仕組み

１．労働保険年度更新の申告書が届きます
労働局から事業主に郵送されてきます。手続きの準備を進めましょう。

今年も年度更新の時期がきました。

一部の事業所（農林水産業で個人経営・５人未満）を除き、労働者を一人でも雇っていれば、その事業主は

労働保険加入手続を行い、労働保険料を納付しなければならないことになっています。本年度の申告・納付

期間は、６月１日～７月１０日です。５月下旬にかけて、労働基準監督署から申告用紙が届きますので、それを

使って申告・納付します。

「年度更新手続き」とは労働保険料の納付の手続のこと

です。
労働保険料は、４月～翌年３月を一年度として、年度の
初めに概算で申告・納付したものを翌年度初めに確定
申告の上、精算することになっています。
事業主は、前年度の確定保険料と当年度の概算保険料を
併せて申告・納付することになり、この手続を「年度更新」と
言います。

２．個人情報保護法改正

5/30～小規模事業者も対象に！

個人情報の保護に関する法律（以下、「個人情報保護法」という）の改正は平成２７年９月９月に公布され、

平成２９年５月３０日に施行されることとなりました。今回の個人情報保護法の改正によって、規模の大小

（取り扱う個人情報の数量の多寡に）を問わず、個人情報をデータベース化して事業と用いる事業所は、

すべて個人情報保護法の適用を受けることとなります。

第1回

■個人情報とは？

・氏名

・生年月日

・住所 等

●生存する個人の情報

●氏名・生年月日より

特定の個人を認識できるもの

①個人情報 ②個人データ

①のデータを検索

しやすいように加工

③保有個人データ

開示等の権限を有し

かつ ６か月を超えて

保有する場合

上記のように個人情報保護法では、保護が必要な情報を３つの概念に分けています。

次月号にて、事業者が守るべきルールの説明をします。

※従業員の個人情報も該当します

28/4/1 29/4/1 30/4/1保険年度 保険年度

平成28年度
確定保険料

平成29年度
概算保険料

平成28年度
年度更新手続

平成29年度
確定保険料

平成30年度
概算保険料

平成29年度
年度更新手続

確定保険料が前年に概算で納付
した額よりも多ければ、不足分を
納付することになり、少なければ、
その差額は当年度概算保険料に

充当することができます。



　

　

◆ご不明な点がございましたら、お気軽にお問合せください◆

３．６５歳超雇用推進助成金のご案内

■概要

平成28年10月19日以降において、労働協約又は就業規則による、次の①～③のいずれかに該当する

制度を実施したこと。

① 65歳以上への定年引上げ

② 定年の定めの廃止

③ 希望者全員を66歳以上の年齢まで雇用する継続雇用制度の導入

制度の導入

就業規則 領収証

制度を整備

した際の費用

１年以上継続して雇用されている

60歳以上の雇用保険被保険者が

１人以上いること。

支給申請日の前日

定年引上げ等実施後

２カ月以内に申請

２ケ月以

内に支給

申請

助成金の

ポイント
本助成金を申請するには、社労士等による専門家への就業規則作成を委託することや、

定年の引上げについて有料コンサルティングを事業主が受ける必要があります。

４．ＨＲＭサポート定期セミナー開催 「ビジネスマナー初級講座」

●助成金申請までの流れ●

（平成２９年５月１日助成金額等を変

●助成金額●

ＨＲＭ（ヒューマンリソースマネジメント）サポート定期セミナーは、人財

育成を大切に考える中小企業のお役に立ちたいと考え実施するサービスです。

４月２６日、ＣＷＭセミナールームにて「どこへ行っても大丈夫、ビジネス

マナー初級講座」を開催しました。ビジネスマナーの基本的な考え方、挨拶、

上座下座、来客対応などを参加者のみなさんと学習しました。


